
情報通信行政・郵政行政審議会 

電気通信事業部会（第１０７回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

令和２年９月２８日（月）１４時０２分～１５時０７分 

於・Ｗｅｂ会議による開催 

 

第２ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

川濵 昇（部会長）、三友 仁志（部会長代理）、大谷 和子、 

佐藤 治正、藤井 威生、森 亮二、山下 東子、吉田 裕美子 

（以上８名） 

（２）総務省 

川野料金サービス課長、大内料金サービス課企画官、 

田中料金サービス課課長補佐、仲田料金サービス課課長補佐、 

高村サイバーセキュリティ統括官付参事官 

 

（３）審議会事務局 

福田情報流通行政局総務課課長補佐 

 

第３ 議題 

（１）答申事項 

電気通信事業法第２７条の３の規定の適用を受ける電気通信事業者の

指定 について【諮問第３１３０号】 

（２）諮問事項 

ア 電気通信事業法施行規則等の一部改正について 

【諮問第３１３１号】 

イ 電気通信事業法第１０９条第１項の規定による交付金の額及び交付

方法の認可並びに同法第１１０条第２項の規定による負担金の額及

び徴収方法の認可（ユニバーサルサービス制度に基づく交付金の額

及び交付方法の認可並びに負担金の額及び徴収方法の認可）につい



て【諮問第３１３２号】 

（３）報告事項 

ア 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の令和元年

度に おける基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告

について 

イ 国立研究開発法人情報通信研究機構法附則第８条第２項に規定す

る業務の実施に関する計画の変更について 
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開  会 

 

○川濵部会長  それでは、ただいまから、情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業

部会（第１０７回）を開催いたします。 

 本日は、ウェブの形式で開催しており、委員８名全員が出席されていますので、定足

数を満たしております。 

 ウェブ審議となりますので、皆様、御発言の際はマイク及びカメラをオンにし、名の

ってから御発言をお願いいたします。 

 また、傍聴につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍聴とさせてい

ただきます。 

 初めに、第１０４回から第１０６回までの情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事

業部会については、メールでの審議を開催しましたので、この場を借りて御報告させて

いただきます。それぞれの概要等につきましては、総務省ホームページに掲載しており

ます。 

 それでは、お手元の議事に従いまして、議事を進めてまいります。 

 本日の議題は、答申事項１件、諮問事項２件、報告事項２件ございます。 

 

議  題 

 

（１）答申事項 

電気通信事業法第２７条の３の規定の適用を受ける電気通信事業者の指定について

【諮問第３１３０号】 

 

○川濵部会長  初めに、諮問第３１３０号、電気通信事業法第２７条の３の規定の適用

を受ける電気通信事業者の指定について審議いたします。 

 本件は、本年７月８日から７月１５日まで開催の当部会において、総務大臣から諮問

を受け、当部会において審議を行い、７月１６日から８月１９日までの間、意見招請を

実施しました。 

 それでは、総務省から説明をお願いいたします。 

○仲田料金サービス課課長補佐  総務省でございます。 



－2－ 

 資料１０７－１を御覧ください。電気通信事業法第２７条の３の規定の適用を受ける

電気通信事業者の指定についてでございます。ただいま御案内ありましたとおり、本件

は、７月の審議会で諮問を行い、審議を行っていただき、７月１６日から８月１９日の

間で意見招請を行っています。 

 まず、概要を御説明いたしますので、７ページからのパワーポイント資料を御覧くだ

さい。８ページ目を御覧ください。今回指定いたします電気通信事業法第２７条の３の

対象事業者についてでございますが、ＭＮＯ、ＭＮＯの特定関係法人、ＭＶＮＯのうち

利用者数の割合が０.７％、契約数でいうと１００万契約になります、を超える者とし

て定められております。なお、現行の告示で指定する対象事業者は合計２４者となって

おります。 

 続きまして、パワーポイントの３ページ、通しの番号ですと１０ページを御覧くださ

い。今回指定する電気通信事業者の見直しについてでございます。昨年１０月から施行

されました電気通信事業法第２７条の３の規律の対象となる事業者を指定する告示を今

回廃止し、新たに、現在の役務の提供状況等を踏まえて事業者を指定いたします。 

 廃止する現行の告示からの変更点でございますが、このパワーポイント資料３ページ

の下の図、赤字になっているところでございます。ＭＮＯについては変更なし。ＭＮＯ

の特定関係法人であるＭＶＮＯについては、新たな電気通信事業の開始により２者、Ｎ

ＴＴビジネスソリューションズ株式会社とＮＴＴリミテッド・ジャパン株式会社が指定

の対象となり、移動電気通信役務の提供状況の変更により１者、沖縄セルラーアグリ＆

マルシェ株式会社が指定の対象外となります。そのほかのＭＶＮＯにつきましては、直

近の利用者数の割合を踏まえても、現在の対象事業者に変更はございません。 

 また、下の絵ですと青枠で囲っているところでございますが、７月の諮問時の告示案

から２点変更がございます。１つが、社名の変更、ＮＴＴ国際通信株式会社の名称がＮ

ＴＴリミテッド・ジャパン株式会社に変更されたもの。２つ目が、指定の対象外として

いた者を指定の対象事業者とする変更、こちらは、ＮＴＴメディアサプライ株式会社が

指定の役務を開始したことに伴う変更でございますが、この２点が７月の諮問時から変

更となっております。 

 以上を踏まえまして、計２５者を告示によって指定することとしたいと考えておりま

す。 

 ページ戻りまして１ページ目、答申書（案）を御覧ください。今、御説明させていた
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だいた内容を踏まえまして、「記」の下、１番のところに書いてありますとおり、「審

議、意見募集による提出意見等を踏まえ、次のとおり修正した上で制定することが適当

と認められる」ということで、修正後の告示案を別添１のとおり添付しております。 

 また、提出された意見及びそれに対する考え方について御紹介いたします。５ページ

を御覧ください。今回の意見募集で、２件の意見が出てきております。 

 ６ページを御覧ください。１点目、ＮＴＴリミテッド・ジャパン株式会社から名称変

更について意見があり、修正を行っております。 

 ２件目の意見でございますが、個人の方からの御意見でございます。株式会社ジュピ

ターテレコムによるＭＶＮＯ事業について、指定事業者に含まれていないことについて

の御意見でございます。 

 この点についてでございますが、株式会社ジュピターテレコムは、電気通信事業法第

２７条の３第１項に規定する移動電気通信役務を提供する電気通信事業者ではないこと

から、指定の対象事業者には当たらないものと考えますということで、修正については

なしとなっております。 

 なお、意見で指摘のあったＭＶＮＯサービスを提供する電気通信事業者は、例えば、

株式会社ジュピターテレコムの子会社である株式会社ジェイコム東京等が該当すると考

えられますが、こちらは会社法上のＭＮＯの特定関係法人には該当しないことから、指

定の対象とはしていないものでございます。 

 総務省からの説明は以上でございます。 

○川濵部会長  どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明について、御意見、御質問がございましたら、チャット機能にてお申

し出ください。御意見、御意見はございませんでしょうか。 

 御意見等ございませんようでしたら、諮問第３１３０号につきましては、お手元の答

申案のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  特に御異議の申出がないようですので、それでは、案のとおり答申する

ことといたします。 

 

（２）諮問事項 

ア 電気通信事業法施行規則等の一部改正について【諮問第３１３１号】 



－4－ 

 

○川濵部会長  続きまして、諮問事項に移ります。諮問第３１３１号、電気通信事業法

施行規則等の一部改正について、総務省から説明をお願いいたします。 

○田中料金サービス課課長補佐  御説明させていただきます。資料１０７－２を御覧く

ださい。表紙を御覧いただきますと、電気通信事業法施行規則等の一部改正についてと

いうことで、省令等の改正についてお諮りするものでございます。 

 めくっていいただきまして、１ページ目でございます。こちらは諮問書でございます。 

 具体的な改正の案の内容でございますが、横に表示されている資料、ページでいいま

すと２ページをお開きいただけますでしょうか。表紙がございます。今回の省令等の改

正については大きく２つ内容がございます。１つ目につきましては、ＩＰ網、特にこれ

は電話網でございますが、令和３年の１月から電話網がＩＰ網へ移行を開始していくと

ころであり、その移行過程における音声接続料、特に光ＩＰ電話に関するものの規定の

整備が１つ目でございます。２つ目としまして、ＮＴＴ東西が提供しております光サー

ビス卸に係る届出制度につきまして、今は一部の影響力の大きな事業者に対する光サー

ビス卸について、提供内容・料金等の届出を契約書等の写しとあわせて提出いただいて

おりますが、全事業者に対象を広げるという改正でございます。 

 それぞれ内容を御説明させていただきます。ページにつきましては、横に表示されて

いるところの下の真ん中辺りの数字に基づきまして御説明申し上げます。 

 ３ページは表紙でございまして、４ページをお開きください。ＩＰ網への移行による

音声通信の接続形態の変化ということで、ＩＰ網への移行について御紹介してございま

す。１つ目の丸でございます。ＮＴＴ東西においては、令和３年１月から順次、現在の

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を予定しております。ＩＰ網に移行しますと、今のＮＴＴ

東西と他事業者の接続がほぼ４７都道府県という単位で、かつ、コアのネットワークは

別にＰＳＴＮとＩＰ網というものがございますが、下の図の右側のようにコア網はＩＰ

網に統一されまして、接続するポイントにつきましても、東京と大阪の２か所という形

に変わることとなります。こういった変化を踏まえての制度改正でございます。 

 続きまして、５ページをお開きください。ＩＰ網への移行の工程でございます。下の

表を見ていただきますと、幾つか段階を経て移行していきますが、左上に①とございま

すが、光ＩＰ電話の接続ルート切替え開始が来年の１月から始まりまして、右に行きま

すと、最後の④のところ、接続ルートの切替え完了ということで、令和７年１月までか
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けて接続ルートの切替えが行われる予定でございます。この間については、現在のＩＧ

Ｓ接続の接続形態と、移行後のＩＰ接続に係る接続形態が並存するような状況になると

いうことで、こういった移行過程の制度整備が必要となります。 

 続きまして、６ページをお開きください。こちらについてでございますが、情報通信

審議会において、９月１８日付で一部答申をいただいておりまして、今回の制度整備は

そこで御議論いただいた、あるいは事業者等からヒアリングを行った結果、御議論いた

だいたものを踏まえて制度整備するものでございます。 

 １つ目の丸でございます。先ほども申し上げましたが、移行過程におきましては、光

ＩＰ電話については、図でいいますと左下のＩＧＳ接続というもの――これは現在使わ

れているものでございますが――これと、接続ルート切替え後の右側のＩＰ接続の両方

の接続形態が並存するという状況でございます。 

 ２つ目の丸でございます。接続事業者の接続ルート切替え前後におきまして、公平性

を担保するという観点から、一部答申においても、この２つの接続形態について単一の

接続料を設定すべきだとされたところでございます。 

 ３つ目の丸でございます。右の絵の点線の赤丸で囲ってあるところですが、ＩＰ接続

において新たに利用される設備が幾つかございますので、これについて必要な指定を行

っていくとともに、これらについてどのような接続の機能とすべきかというところを規

定していく必要がございます。 

 ４つ目の丸でございます。指定設備とはならない設備であっても、県内設備と一体的

に利用されるような、例えば、県をまたぐ際に使われる県間通信用設備ですとか、ある

いは中間配線架（パッチパネル）とございますが、接続する場所に置いて両側からＮＴ

Ｔと他事業者、他事業者と他事業者でつなぐ板のようなものがございますが、これにつ

いては接続料に準じた負担、あるいは条件等で利用を可能とすることを規定するととも

に、特に、接続点よりも下に位置づけられます県間通信用設備については、上の２つ目

の丸で述べましたとおり、単一接続料と考え方を合わせて公平な負担を考えていく必要

があるというふうに整理してございます。 

 次の７ページは、一部答申の抜粋を参考に掲載させていただいてございます。 

 ８ページを御覧いただきますと、今御説明しました整理に基づきまして、具体的にど

この制度、省令、あるいは告示を改正するかというものを御紹介しているものでござい

ます。 
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 ２つ目の丸について、２行目の下線のところでございますが、今回、電気通信事業法

の施行規則、あるいは接続料規則、会計規則、指定告示の改正を行うものでございます。 

 左下にございます１ポツ目はＩＰ接続に必要となる設備の接続機能等でございますが、

（１）のところで、まずは、新たに使うところの設備の指定ということで、これを大臣

による指定告示の改正を行う必要がございます。続きまして、その指定したものについ

てきちんと会計上整理をする必要がございますので、会計規則の改正がございます。 

 （２）でございます。そういった指定設備につきまして、接続機能の設定をするとい

うことから、接続料規則の改正がございます。 

 （３）でございます。第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要なも

のの規定整備ということで、先ほど御紹介しました県間通信用設備と中間配線架（パッ

チパネル）について、施行規則において位置づけを行っていく必要がございます。 

 右上、２ポツ目でございます。ＩＰ網への移行過程における接続料算定ということで

ございますが、これについては、先ほどの単一接続料のところでございますが、移行過

程のおよそ４年間における時限的なものであることから、附則という形で省令に規定を

する必要がございまして、１つ目のポツが、接続ルート切替え前後で単一の接続料を設

定するということ、２つ目のポツは、県間通信用設備についても同様に公平負担という

ことを書いてございます。 

 右下のその他でございます。これらとは関連するもので、この機会に併せて改正する

ものとして大きく２つございます。１つ目が、県間通信用設備という面では同様でござ

いますが、電話だけに使われるということではない優先パケットというものがございま

すが、これについて同様に接続料に準じたような料金、あるいは条件の設定をしていく

ということで施行規則の改正を併せて行います。また、一番下のポツでございますが、

現在使っている設備、あるいはこれから使う見込みのある設備について、現在の接続料

規則の定義だと設備、あるいは法定機能等の定義が十分読めないような部分があるため、

その部分について形式的に修正を行うというところがございます。 

 こちらが全体像でございます。 

 次、９ページでございます。これ以降のところにつきましては、具体的にどの条項で

改正するかというところを書いてございまして、基本的には赤文字のところを見ていた

だくのがよいかと思いますが、（１）の場合ですと、中ほどに丸が２つございます。新

たに指定する設備のうち、ゲートウェイルータというものについては、現在の規定で読
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めるため改正が不要でございまして、２つ目のＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮＳサーバ

と言われる新たに設置する設備については、現在の規定に追加する必要がございますの

で指定告示の改正が必要になってきます。また、会計規則の改正も行います。 

 （２）でございますが、同様に、１つ目のゲートウェイルータについては、現在の規

定で読めるため改正は不要でございます。ただ、２つ目のＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、Ｄ

ＮＳサーバについては、接続料規則で接続機能等を新設する必要があるということです。 

 下に表がございますが、これは各省令等においてどのように改正をすべきかを分かり

やすく整理したものでございます。 

 続きまして、１０ページをお開きください。（３）でございます。先ほど申し上げま

した県間通信用設備、あるいは中間配線架（パッチパネル）について、具体的にどのよ

うな部分を改正するかというのを、特に赤字の部分を御覧いただければよいかと思いま

すが、施行規則第２３条の４第２項第１号の２ニというような部分であるとか、中間配

線架についても同様に、一番下の行でございますが、施行規則を改正するということで

具体的な条文を書かせていただいているものでございます。 

 続きまして、１１ページでございます。光ＩＰ電話の関係で新たに設置する設備につ

いて図によって示しておりますが、赤で記載しているものが指定設備として新たに設置

されるもので、オレンジで記載しているものが、それと併せて接続料に準じた負担、あ

るいは条件が規定される設備でございます。 

 続いて、１２ページは審議会、あるいは接続料の算定に関する研究会等での御議論を

参考に載せてございます。 

 １３ページでございます。先ほど申し上げた中間配線架（パッチパネル）について、

分かりやすく図で示しているところでございます。 

 続きまして、１４ページをお開きください。単一接続料について、具体的に規定され

る条文について記載するとともに、図で示してございます。下の図を御覧いただきます

と、３色ございまして、緑が光ＩＰ電話接続機能に用いるものでございまして、それ以

外に、赤の関門交換機につきましては、現在、ＬＲＩＣ方式によって算定を行っている

ものであるため、規定を分けてございます。また、黄色の県間通信用設備については、

指定設備ではないのですが、接続料に準じた規定をするということで、こちらについて

は施行規則に規定するものになりますのでこちらも規定を分けてございます。それぞれ

考え方としては全部の設備の原価を全部の需要で割るといった考え方ではございますが、
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一応制度上は３つに分けて記載がされますので、図で分かりやすく示させていただいた

ものでございます。 

 １５ページでございます。その他の関係ということで、８ページで御紹介しました優

先パケットの県間接続についても併せて記述する点、また、下については、形式上現在

の設備の状況に応じて規定を直すということを書いてございます。 

 １６ページは、接続料の算定等に関する研究会での議論を抜粋したものでございます。 

 １７ページからは２つ目の改正内容であります光サービス卸に係る届出制度の充実に

ついての御説明でございます。 

 １８ページをお開きください。こちらが全体の改正概要となってございます。現在、

電気通信事業法第３８条の２に基づきまして、ＮＴＴ東西から、特に影響力の大きな事

業者に対する光サービス卸について届出を受けているというものでございます。特に影

響力が大きい事業者ということで、①、②、③と書いてございますが、１つがＮＴＴ東

西の特定関係法人で５万回線以上である事業者、②が５０万回線以上の卸先事業者、ま

た、③でＭＮＯということで書いてございまして、具体的には丸の２つ目に書いてある

ような事業者５者について、ＮＴＴ東西から届出を受けている状況でございます。ただ、

現在、その５者という限定したもので受けているところ、研究会等での議論の中で、さ

らにこの対象を拡大しなければ本当に公平、あるいは適正な料金で行われているのか見

ることができないのではないかといったような御指摘も踏まえまして、今回、この範囲

について、①から③という限定した範囲ではなくて全卸先事業者に拡大するというもの

でございます。 

 「見直しの主な内容」の真ん中の部分、１つ目の丸ですが、今申し上げましたとおり、

施行規則におきまして対象事業者を拡大していくということを書いてございます。２つ

目でございますが、現在、この５者について届出を受けておりますが、その際、併せて

契約書等の写しの提出を求めているところでございます。それについて全事業者に拡大

した場合には、およそ８００者程度ございますので、ＮＴＴ東西側のかなりの事務負担

の増大ということが考えられますし、必要性等の観点でも、そこまで求める必要はない

のではないかという御議論も踏まえまして、現在、左下の図を御覧いただきますと青丸

で示している部分、これが現行の①から③とさっき申し上げたところに該当するような

法人でありまして、こちらについては現在契約書等の写しの添付を頂いているのですが、

そこの部分については、改正後も同様に契約書等の写しの添付が必要とさせていただく
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のですが、それ以外も含めた全事業者については、契約の中で共通する内容と差分の提

出を求めるということで、その契約書自体の添付に代えるような取扱いにしてはどうか

と考えてございます。基本的にはＮＴＴ東西において、全卸先事業者に対して共通の条

件で行っているという前提がありますので、そこまで大きな差分が出るという想定はし

ていないところでございまして、こういったところが方法としてよいのではないかとい

うことで、今回、制度上そのような扱いを記載させていただいているものでございます。 

 続きまして、１９ページは、これまでの経緯を少し整理したものでございますので割

愛させていただきます。 

 ２０ページも、情報通信審議会において、こういった卸の届出充実について触れてい

る部分について抜粋をしてございます。 

 また、２１ページでございます。今回のこの制度整備の契機となりました接続料の算

定等に関する研究会において、実際にＮＴＴ東西から提出されたヒアリング資料を抜粋

したものでございます。ＮＴＴ東西からも、さらなる透明性を拡大するという観点から、

右下の辺りの表に全コラボ事業者と書いてございますが、全ての卸先事業者への届出拡

大、また、届出の際には標準的な契約と差分という、今回の制度整備にあったような意

思表明がなされております。それを踏まえまして、今回、制度整備を行っているという

もので御紹介してございます。 

 ２２ページでございます。接続料の算定等に関する研究会において、具体的に報告書

で書かれている部分を抜粋して記載させていただいてございます。 

 続きまして、２３ページでございます。今回の改正全体に係りますスケジュールの想

定でございます。本日、９月２８日に諮問という形でさせていただきまして、この後、

パブリックコメントということで、本件につきましては接続関係でございますので、い

わゆる２回の意見募集がございます。まず１か月程度一度目の意見公募を行いまして、

その後、再意見募集ということでおよそ２週間ということを考えてございます。そこで

御意見をいただいたものについて１１月中旬頃に接続委員会で御審議いただいた上で、

１１月２７日に予定されております事業部会においてまた御議論いただいた上で、お認

めいただけましたら答申をいただくという流れを考えてございます。さらに、その後、

総務省において制度整備を行いまして、答申後速やかに公布を行うとともに、施行日と

しては来年の４月１日ということで、実際に他事業者が接続を開始するようなタイミン

グを目指して施行するスケジュールを書いているものでございます。 
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 次ページ以降、具体的な条文等が付いてございますが、必要に応じて御参照いただく

ということとさせていただきまして、今回の改正の全体についての御説明は以上でござ

います。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問が

ございましたら、チャット機能にてお申し出ください。それでは、大谷先生、よろしく

お願いいたします。 

○大谷委員  日本総研の大谷でございます。このたびは発言の機会をいただきまして誠

にありがとうございます。 

 今、詳しい御説明をいただいたところですけれども、御説明いただいた内容につきま

しては基本的に賛同するところでございます。特に２つ目の論点について、一言だけコ

メントさせていただければと思います。 

 卸先の事業者間で、やはり契約条件の公平性を担保するということは極めて重要なこ

とだと思っておりまして、その点について疑義が生じている、あるいは、事業者におか

れましては疑心暗鬼が生じているとすれば、どこにその原因があるのかというのを確認

することが必要だと考えられます。 

 今回、透明性を確保するための措置をとることの意味というのは、契約条件にそもそ

も問題があるのか、恐らく積極的に開示してくださるということもありますので、そも

そも契約条件において不当な差別があるということではないと思いますけれども、その

ことがはっきりすれば、ほかに事業者間で公平性などについて疑問が生じているとすれ

ばどのような問題があるのかという、さらなる検討に進んでいくことができますので、

このような形で透明性を確保するための工夫を重ねていくことが重要な施策だと思いま

す。 

 やはりひな形プラス差分という提出方法としても、８００余りの事業者について提出

がなされるとなりますと、総務省におかれてもかなり事務的な負担も大きいと思います

けれども、ぜひ丁寧に精査していただいて、もしコラボ事業者間の差別などが分かるよ

うでしたら、それを検証していくという動きにつなげていただければと存じます。 

 意見は以上でございます。ありがとうございました。 

○川濵部会長  どうもありがとうございます。その他、御意見、御質問ございませんで

しょうか。 

 では、他に御意見、御質問等ございませんようでしたら、本件につきましては、総務
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省から改正案の内容を報道発表していただき、インターネット等に掲載するなどして公

告し、広く意見の募集を行うことといたします。 

 本件に関する意見招請は、資料にありますとおり、２回実施することとされておりま

すが、当部会としては、２回目の意見招請を行っていただいてから、接続委員会におい

て調査、検討をいただいた上で最終的に報告をいただき、答申をまとめることとしては

いかがかと思いますが、これでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  では、その旨決定することといたします。 

 

イ 電気通信事業法第１０９条第１項の規定による交付金の額及び交付方法の認可

並びに同法第１１０条第２項の規定による負担金の額及び徴収方法の認可（ユニ

バーサルサービス制度に基づく交付金の額及び交付方法の認可並びに負担金の額

及び徴収方法の認可）について【諮問第３１３２号】 

 

○川濵部会長  続きまして、諮問第３１３２号、電気通信事業法第１０９条第１項の規

定による交付金の額及び交付方法の認可並びに同法１１０条第２項の規定による負担金

の額及び徴収方法の認可（ユニバーサルサービス制度に基づく交付金の額及び交付方法

の認可並びに負担金の額及び徴収方法の認可）について、総務省から説明をお願いいた

します。 

○大内料金サービス課企画官  それでは、事務局より資料１０７－３に基づきまして御

説明いたします。 

 まず、１ページ目は諮問書でございますので、説明は割愛させていただきます。 

 ２ページ目にお進みください。申請の概要でございますけれども、基礎的電気通信役

務支援機関でございますＴＣＡから９月１７日に申請があったものでございまして、認

可を受けようとする対象といたしまして２点。１点目といたしまして、ＮＴＴ東西に対

して交付する交付金の額及びその交付方法についての認可、２点目といたしまして、そ

の原資となります接続電気通信事業者等ごとの負担金の額及びその徴収方法の認可でご

ざいます。 

 ３ページ目にお進みください。こちらは交付金の額及び交付方法についての御説明と

なりますけれども、まず、アの交付金の額についてでございます。（１）にございます
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とおり、補塡対象額につきましては、ＮＴＴ東西合計で６６.６億円となってございま

すけれども、このうち、４ページ目にお進みいただきまして、ＮＴＴ東西自身を接続電

気通信事業者等とみなしまして、その事項の受益に係る分につきましては控除するとい

うことになっているものでございますから、その点についての御説明を（２）で書かせ

ていただいてございます。 

 続きまして、イの交付方法でございます。交付手段を銀行振込とすること、また、

（２）にございますが、交付金の額の通知につきまして、前年度の最終算定月の３か月

後から、毎月通知を行うといった点につきまして述べてございまして、６ページまでそ

ういったことについて例年どおりの内容を記しているものでございますので、御参照い

ただければと思います。 

 続きまして、７ページにお進みください。この点につきましては、負担金の額及び徴

収方法でございますけれども、まず、アの負担金の額でございます。支援機関による負

担金の額につきましては、算定規則に基づきまして、このページにございます（ａ）か

ら（ｃ）までの額を合計したものとされているものでございます。（ａ）といたしまし

て、最終算定月の前の月までの負担金の額の合計、（ｂ）といたしまして、最終算定月

の負担金の額について調整するもの、（ｃ）といたしまして、接続電気通信事業者等の

前年度の残余額、これらを合計したものでございます。 

 続きまして、９ページにお進みください。徴収方法でございますけれども、こちらに

つきましても銀行振込と例年どおりの内容について記したものでございますので、御参

照いただければと思います。 

 具体的な算定の考え方及び方法につきましては、１３ページ以下で述べておりますの

で１３ページにお進みください。まず、このページにございますのは、令和元年度にお

けますＮＴＴ東西のユニバーサルサービス、基礎的電気通信役務の収支でございます。

こちらにございますとおり、合計の収支額につきまして述べてございますけれども、こ

れらのうち、一部について交付金により交付すると法律上なっているものですから、そ

の一部についての考え方を１４ページ以下に記してございます。 

 １４ページ目にお進みください。ユニバーサルサービスに係る原価、収益に関しまし

ては、ＬＲＩＣモデルに基づいて算定されました原価、収益に基づいて、補塡対象額を

算定することとされているものでございます。 

 まず、①加入電話の基本料についてでございます。この考え方につきましては皆様御
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案内かと思いますけれども、右下の図にございますとおり、全体の４.９％に当たる高

コスト地域における基準単価、すなわち全国平均費用プラス２シグマとして算定される

ものでございますが、これを上回る部分について補塡対象とすることとなってございま

して、青枠で囲っている部分でございますが、ＮＴＴ東西合計で２８.２億円となって

いるところでございます。 

 続きまして、１５ページにお進みください。緊急通報につきましても、この緑色の四

角の中に囲ってございますけれども、同様に、基本料の高コスト上位４.９％の地域に

おける加入者回線数に対応した原価に基づいて計算することとされているものでござい

まして、下にございますが、ＮＴＴ東西合計で４,１００万円となっているところでご

ざいます。 

 続きまして、１６ページにお進みください。第一種公衆電話でございます。第一種公

衆電話につきましては、全ての主要局におきまして赤字となっておりますので、その補

塡額につきましては、原価と収益を相殺した額を交付するということになってございま

す。具体的な額といたしましては、青枠で書いてございますけれども、ＮＴＴ東西合計

で３８億円となっているところでございます。 

 その他、④にございますが、第一種公衆電話に係る離島特例通信について、また、次

の１７ページでございますけれども、第一種公衆電話に係る緊急通報につきまして、そ

れぞれの額を記載しているところでございます。 

 以上を合計いたしまして、１８ページにお進みください。補塡対象額と番号単価につ

いての考え方でございます。表の右側にございますけれども、ＮＴＴ東西でこれらの額

を合計いたしまして６６.６億円というふうにされておりますが、これに支援機関の支

援業務に要する費用といたしまして４,５００万円、また、前年度の過不足分といたし

まして▲５億６,３００万円を控除いたしまして、それによって得られたものを来年の

１月から１２月までの予想電気通信番号の総数によって除したところ、２.５１・・円

となりますので、これを四捨五入いたしまして、来年適用される額といたしまして番号

単価３円を算出させていただいているというものでございます。 

 １９ページ目以降につきましては、参考ですので御参照いただきまして、恐縮でござ

いますけれども、１０ページまでお戻りいただければと思います。以上のような考え方

に基づきまして審査をいたしました結果、いずれも審査事項に適していると考えており

ますので、このような内容で認可をさせていただければと考えているところでございま
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す。以上、よろしくお願い申し上げます。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問が

ございましたら、チャット機能にてお申し出ください。山下先生、よろしくお願いいた

します。 

○山下委員  ありがとうございます。この全体について異議があるわけではないのです

けれども、今後のこととして、検討されているのかどうか伺いたいと思うことがござい

ます。何ページだったかな、１６ページです。第一種公衆電話に対する負担金といいま

すか、結局、その収支の差額が３８億円と非常に大きくて、加入電話の規模に匹敵する

かそれ以上になっているということです。経年的にどうなっているのかということを、

私はこのユニバーサルサービスの委員会に入っていないので勉強不足でよく分かってい

ないのですけれども、この第一種公衆電話の金額が、非常に重いというか、そもそも加

入電話に匹敵するかそれを超えるくらいの金額になっていることについて、今後、これ

をどのように維持していくのかと、もう少し何か、より効率的な公衆電話の維持の方法

がないのだろうかというような将来的なことについて、少しお伺いしたいと思いまして

発言いたしました。 

 以上です。 

○川濵部会長  では、総務省からよろしくお願いいたします。 

○大内料金サービス課企画官  御質問ありがとうございます。まず、事実関係から申し

上げますと、おっしゃるとおり公衆電話につきましては、全体的なＮＴＴ東西の赤字額

といたしましては、大きな傾向といたしましては減少傾向にあるわけでございますが、

ただ、全体の比率でいいますと非常に大きな比率を占めていると。これは、第一種公衆

電話の端末数が規制によりまして固定されているといったこと、また、アナログ公衆電

話端末でございますので、この補修費用が下げ止まっているといったこと、様々な点が

要因として考えられます。山下委員の御指摘のとおり、ユニバーサルサービス制度全体

の交付金の中に占める割合というのは非常に大きいという点については、公衆電話とい

うものが果たしている社会的役割ですとか、もしくはその社会情勢、様々な点を踏まえ

ながら、今後、中長期的にも検討していく必要があるだろうと考えているところでござ

います。 

○山下委員  御説明ありがとうございました。 

○川濵部会長  ほかに御質問ございませんでしょうか。三友先生、よろしくお願いいた
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します。 

○三友委員  三友です。御説明ありがとうございました。ユニバーサルサービスの補塡

額を決めるルールについて確認をしたいのですけれども、１４ページにありますように、

平均費用プラス標準偏差の２倍、２シグマをベンチマークとして、これよりも高コスト

地域が全体の４.９％に相当するというルールがあります。実は、平均費用も標準偏差

もこれは毎年変わるはずでありまして、そうすると、必ずしも４.９％に一致しないの

ですが、この点について、ずっとこのルールが適用され続けていることが適切なのかど

うかということをもう一度確認させてください。よろしくお願いいたします。 

○川濵部会長  総務省からよろしくお願いします。 

○大内料金サービス課企画官  三友委員、御質問ありがとうございます。委員も重々御

承知かと思いますけれども、まさに御指摘のとおりでございまして、この制度導入時は

高コスト地域の４.９％に当たる地域の基準単価は平均単価プラス２シグマということ

で、これは一致していたわけでございますが、近年、その両者がずれてきてございます。

したがいまして、ここ数年は非常にこの４.９％に相当するであろう地域における基準

単価ということで、実質的な計算上は４.９％が影響しないという状況になっていると

ころでございます。 

 しかしながら、制度制定時の経緯もございまして、この４.９％にいたしましても、

また、ベンチマークにおける平均単価プラス２シグマという考え方にいたしましても、

いずれも省令で規定されていることでございますので、問題意識としては我々も持って

ございますけれども、いずれにしましても、これをそろえたり変えるということになり

ますと省令の改正が必要になるということでございます。しっかりと我々でも考え方を

整理した上で、必要に応じてまた御相談させていただければと考えているところでござ

います。 

○三友委員  御説明どうもありがとうございました。十分に御認識なさっているという

ことを確認いたしましたので、この点をどういうふうにするか、あまりこの両者が乖離

する状況になってきますと、やはりいろいろ齟齬をきたすのではないかと危惧いたしま

すので、なるべく将来に整合性を持つ形にしていただければと思います。 

 以上です。 

○川濵部会長  他に御質問、御意見ございませんでしょうか。佐藤先生、御質問がござ

いますようでしたらよろしくお願いします。 
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○佐藤委員  甲南大の佐藤です。山下委員と同じ質問ですが、公衆電話の負担が非常に

重くなっているということの問題意識です。増分費用で見ると３８億円ぐらいで、実費

用で見ると――これは１３ページを見ればいいのかなと思うのですけど――３０数億円

程度でしょうか、モデルのほうが高く計算されているように見えるので、そのことにつ

いてコメントしておきたいと思います。 

 私の記憶では、加入電話については、２シグマの基準を導入したとき、全部の赤字を

そのまま補塡すると、赤字を削減するインセンティブが十分働かないということと、多

分アメリカを参考にし、２シグマのような補塡範囲を限定する議論があったと思います。

そういう意味では、公衆電話にはそういった赤字を削減するようなインセンティブが十

分機能する仕組みがないので、コスト引き下げインセンティブを作るのにどう対応した

らいいのかという問題意識です。 

 あと、そもそも公衆電話というのは、システムとか電話機でいうと効率化しにくいサ

ービスで、加入電話に比べて下がらないということがあるのか、もしかしたら、増分費

用のモデル自体に内在する問題があるのか。増分費用をどういうふうにユニバで運用し

ているか。一般的に増分費用モデルでは、これから当該サービスを提供するのに新たに

に設備を作った場合のコストを計算することになります。フォアードルッキングな形の

追加コストを見ているので、実市場で需要が減少し追加投資が行われず、現実のネット

ワークとか公衆電話の機器については償却済みのものが多いとすると、実費用よりもモ

デルの計算費用が過大に計算されている可能性もあると考えられます。 

 ということで、幾つか考えてみて何が正解かは分からりませんが、山下委員が言われ

たように、公衆電話に関しても検討する必要があるなと考えております。 

 以上です。 

○川濵部会長  今の点に関して、総務省から何かございましたら。 

○大内料金サービス課企画官  ありがとうございます。問題意識は問題意識といたしま

して受け止めてございます。佐藤委員の御指摘のとおり、加入電話と公衆電話の比較と

いうことで申し上げますと、まさに御指摘いただきました資料１４ページにございます

とおり、加入電話につきましては赤字額３,２１２億円のうち、実際にはＬＲＩＣで計

算をし、かつ、高コスト地域についてのベンチマークを超える部分を補塡対象としてい

るということで、絞り込みがなされているところでございます。公衆電話につきまして

は、こういった形ではなくて、先ほど申し上げましたとおり、収入と費用の相殺という
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ことで、全体に占める赤字額が非常に大きいという形で出てきているところでございま

す。この点につきましては、本当に繰り返しになって恐縮ではございますけれども、公

衆電話の果たしている社会的役割ですとか、利用者の方々の受け止め、様々な観点から

多角的に検討した上で、中長期的な課題として今後検討してまいりたいと考えてござい

ますので、また必要に応じまして御相談させていただければと考えているところでござ

います。 

○川濵部会長  ほかに御意見、御質問ございませんでしょうか。 

 特にほかに御意見、御質問がございませんようでしたら、本件につきましては、当審

議会の議事規則第４条第１項の規定に従い、諮問された内容をインターネット等に掲載

するなどして公告し、広く意見の募集を行うことといたします。 

 本件に関する意見招請は、９月２９日から１０月２９日までといたしますが、よろし

いでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、その旨決定することといたします。 

 

（３）報告事項 

ア 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の令和元年度における基

礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告について 

 

○川濵部会長  続きまして、報告事項に移ります。東日本電信電話株式会社及び西日本

電信電話株式会社の令和元年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等

の報告について、総務省から説明をお願いいたします。 

○大内料金サービス課企画官  それでは、資料１０７－４に基づきまして御説明をさせ

ていただきます。 

 表紙をおめくりいただきまして、１ページ目を御覧いただければと思います。まず、

経緯でございますけれども、先ほども御説明ありましたとおり、ユニバーサルサービス

制度に基づきます交付金制度でございますが、これが稼働いたしました平成１８年、初

年度の認可の際に、この審議会から御要望いただきまして、毎年度この場をお借りいた

しまして御報告させていただいているものでございます。今回の御報告につきましては、

令和元年度の実績についてでございます。 
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 まず、この２の（１）令和元年度の実績でございますけれども、こちらにつきまして

は、ＮＴＴ東西におきまして様々な利用部門等の効率化を図ってきているということで

ございまして、実際、その実績につきましてはオレンジ色で塗っておりますが、ＮＴＴ

東日本において８.３％、ＮＴＴ西日本において７.４％ということで効率化を図ってい

るところでございます。 

 主な取組の内容でございますけれども、この１ページ目の下の表にあるとおりでござ

いまして、この項目自体、例年それほど変わりはないわけでございますが、人員の削減

ですとか、業務の集約、また、アウトソーシング等による効率化でございます。また、

その下、資産のスリム化といった形で様々に取り組んでいただいた結果、これらの効率

化が実現しているということでございます。 

 続きまして、２ページ目にお進みください。②にございますけれども、このＮＴＴ東

西自身の効率化に加えまして、市場環境の変化、また、競争の進展等が収支に及ぼした

影響についても、ＮＴＴ東西から報告を受けているところでございます。こちらについ

ては詳細には御説明いたしませんけれども、例えばということで申し上げますと、収益

の部分につきましては加入電話の基本料の部分で、例えば光ＩＰ電話ですとか、アプリ

ケーションサービスへの移行、こういった様々な要因に伴って契約数が減少することに

伴いまして、収益が減っていると。一方で、費用につきましては、加入者回線コストの

削減ですとか、様々な形でコストの削減が図られているということでございます。こう

いった形で全体としての効率化を図っているという内容でございまして、その内容につ

きまして簡潔にこの中で表にまとめているものでございます。 

 大変簡潔で恐縮でございますけれども、御説明は以上でございます。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問が

ございましたら、チャット機能にてお申し出ください。 

 特に御意見がないようでしたら、次の報告事項に移りたいと思いますが、よろしいで

しょうか。 

 

イ 国立研究開発法人情報通信研究機構法附則第８条第２項に規定する業務の実施

に関する計画の変更について 

 

○川濵部会長  それでは、続きまして、国立研究開発法人情報通信研究機構法附則第８
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条第２項に規定する業務の実施に関する計画の変更について、総務省から説明をお願い

いたします。 

○高村サイバーセキュリティ統括官付参事官  サイバーセキュリティ統括官付参事官、

高村でございます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料１０７－５に従いまして、御報告をさせていただきます。 

 表紙をおめくりいただきまして、１枚目、「ＮＯＴＩＣＥ」と書かれた紙でございま

す。こちらでございますけれども、時限立法ということで、平成３０年に情報通信研究

機構法を改正いたしまして、５年の時限措置としてＮＯＴＩＣＥという措置、具体的に

は、サイバー攻撃に悪用されるおそれのある機器に対して、外形的にはいわゆる不正ア

クセスを行って、本当に危ないものについて注意喚起をするという取組を行っておりま

す。すなわち、違法性を阻却するために時限立法を設けているというものでございます。 

 不正アクセス禁止法に該当する行為を実際に実施することに当たりまして、その実施

計画を総務大臣が認可するに際し、通常であれば、必要的諮問事項ということで、本審

議会へ諮問、答申を頂戴するという流れになっておる次第でございますが、今般行いま

す実施計画の変更につきましては、本審議会から諮問を要しない軽微な事項としていた

だいていた内容でございますので、既に今月１１日に総務大臣から認可させていただい

ております。しかしながら、当該認可に伴いまして、今後、統計的に外へ発表されてい

く数字に変動が生じるものですので、今般、このような変更をさせていただいたという

ことを御報告させていただく次第でございます。 

 制度の概要を御説明申し上げます。２枚目でございます。実施計画に関する法令の規

定という紙を置かせていただいております。先ほど申し上げましたように、赤字のとお

り、実施に関する計画を作成し、大臣の認可を得なければならないということ。あと、

その下の丸のところでございますけれども、本審議会が諮問を要しない軽微な事項と認

めたものについてはその限りでないとされているということでございます。あと、実際

に定める実施計画の中身、こういったことを書かねばならないというものは、２ページ

目の下半分に書かせていただいている７つの項目について、実施計画を定めるというこ

ととされております。 

 では、実際の現在の実施計画の中身でございます。３ページ目を御覧ください。こち

らは、昨年１月２５日に本審議会において御答申をいただきまして、認可されている計

画の内容でございます。①から⑦まで、先ほどの省令の項目に従っていろいろ記載して
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ございますけれども、このうち、赤字で書かせていただいております②及び③－２、実

際に検査を行うためにＮＩＣＴが使うサーバのＩＰアドレス、すなわちサーバの台数で

ございます。あと、③－２、実際に調査を試みるときに使うＩＤ・パスワードの群を増

やすということをやらせていただきたいと考えておる次第でございます。ちなみに、こ

の③－２、実際のＩＤ・パスワードの組でございますけれども、③－１にある識別符号

の方針については変えていないということで、③－１にある方針に従って単純に新たな

組合せを増やしたということでございます。 

 現状、実際に調査を実施している中での状況が４ページ目でございます。最初は試行

運用という形で始めておりまして、その後、ＮＩＣＴが調査に使うプログラムの改修等

を行って、２０１９年９月頃から数字が跳ね上がっているという形になっております。

これぐらいの数字が今、コンスタントに検出され続けているという状況でございます。 

 その一方で、今年の５月以降、棒グラフで薄い色を使っている部分がございますけれ

ども、基本的に数が変わらないというところがあったので、本当に注意喚起に効果があ

るのかというところを確認するために、先月確認されたアドレスのうち、今月は確認さ

れなくなったものはどれくらいなのか、もしくは、新たなアドレスはどれくらい増えて

いるのかということを表現しているものがこの薄い色でございます。そうすると、大体

半分ぐらいのＩＰアドレスは翌月に対応等してくれている、半分ぐらい生き残ってしま

う、さらに、生き残っている数と同じぐらいの新しい注意喚起対象のＩｏＴ機器がイン

ターネットにつながれているという形でございます。この数字が、今回、総務大臣が実

施計画の変更を認可したことに伴いまして、１０月から数が増大する可能性が高いとい

うことでございます。 

 実際に認可した変更の状況が５ページ目でございます。現在、ＩＤ・パスワードの組

は約１００通りを使っておりますけれども、それを約６００通りに増やすということを

行わせていただきます。増やす理由は、もともとターゲットにしていたマルウェア、Ｍ

ｉｒａｉというものでございますけれども、この亜種がどんどん増加している中で、こ

の亜種の中に新たな識別符号、ＩＤ・パスワードの組が入っているということで、こう

いったＩＤ・パスワードの組を追加させていただきたいということでございます。 

 （２）でございますけれども、実際に検査する延べ回数が増えますので、この延べ回

数の増加に伴いましてサーバを増強するということでございます。 

 こちら冒頭に申し上げましたように、一番下にございますように、本審議会への諮問
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を要さない軽微な事項ということで、既に９月１１日付で総務大臣より実施計画の変更

を認可させていただき、１０月度の調査からこちらでの実施をさせていただく予定でご

ざいます。 

 あと、６ページ目には諮問を要しない軽微な事項の規則の抜粋を、最後に、現在参加

しているＩＳＰ６２社の一覧を載せさせていただいております。 

 駆け足ですが、以上です。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問が

ございましたら、チャット機能にてお申し出ください。藤井委員、よろしくお願いいた

します。 

○藤井委員  藤井でございます。ちょっと４ページのところについて質問したいことが

あるのですが、今回、４月がコロナ対応のため調査見合せと書いてあると思うのですが、

４月が飛んでいるのに５月が急激に増えていないというのは、調査の件数とかに制約が

あってこの件数になってるのか、それとも何か違う理由があると考えてよろしいですか。 

○高村サイバーセキュリティ統括官付参事官  事務局でございます。本来、お客さんの

ところへダイレクトにどんな機器を使っていますかと乗り込んで実地検査するわけにも

いかないというところもありまして、正直、詳細な部分は一部よく分からないところは

ございます。ただ、実際に、おそらく、これはもう我々の類推でしかございませんけれ

ども、４月の段階で新しい機器を設置する工事自体も滞っていたのではないかなと推測

しているところでございます。その後、テレワークの増加だ何だということで徐々に、

もう一回工事が動き始めたということで、通し二月で通常の一月分の増加数しかなかっ

たということではないかと考えておるところでございます。 

○藤井委員  承知しました。あともう１点ですが、今回、これ、やはりまだ対応してい

ただけないところが結構あるというのが分かるのではないかと思うのですが、これに対

してのフォローというのは、定期的に行っておりますでしょうか。さらにＩＳＰ側から

強制的に切断するなどの作業までやってもらっているのかどうか、その辺りはどうなっ

ていますでしょうか。 

○高村サイバーセキュリティ統括官付参事官  まず、今お話ございましたＩＳＰから切

っていいかどうかという問題については、かなり深い問題がございますので、そこまで

はやっていないという状況でございます。ただ、いずれにしても、ＩＳＰからまずはメ

ール連絡からスタートし、電話での連絡、もしくは、可能であれば御訪問というところ
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までやっているようなＩＳＰもあるという状況でございます。いずれにせよ、我々とし

ては、どこまでやってどんな状況ですかということを拾い上げた上で、いろいろやって

いる次第でございます。 

 ただ、一番難しいことが、お客さんにその問題になっている装置はどういう経緯で繋

がったのでしょうかというところまでなかなか踏み込めないというところもございます

ので、なぜ増えていくのかというところは難しいなというところはございます。あと、

なしのつぶてのお客さん、どんな手段を使っても連絡がつかないお客さんというのも実

際にいらっしゃる。ただ、機械はつながっていて実際に通信していますので、契約自体

は生きていますし、きっと使っているというお客さんがいらっしゃいますので、こうい

った方々をどうしていくのかというのは、またそれはそれで別途、今回のＮＯＴＩＣＥ

という取組を超えたところで深い議論はしていかなければいけないのかなと思っており

ます。 

○藤井委員  承知しました。今回の改正自体は問題ないと思いますし、積極的に調査し

て、安心を高めていただければなと思いますので、引き続きよろしくお願いします。あ

りがとうございました。 

○川濵部会長  次に、森委員のほうから御質問のお申出がございましたようですので、

よろしくお願いいたします。 

○森委員  ありがとうございます。私は、この試みはどんどん進めていただくべきだと

思っていまして、単に後学のためにお尋ねしたいのですが、今回、１００から６００と

いうことなんですが、実際にそのＭｉｒａｉの亜種というのは、１種類当たりどれぐら

い識別符号を持っているのかということと、例えば、それを６００にしたときに大体カ

バーできるのか、それとも、そんなに完全にはカバーできないけれども攻撃の分量とし

ては大きなところを抑えているということなのかということを、ちょっと後学のために

お教えいただければと思います。よろしくお願いします。 

○高村サイバーセキュリティ統括官付参事官  Ｍｉｒａｉ自体がどれぐらいＩＤ・パス

ワードの組を入れているのかということを言及することはこの場では避けさせていただ

ければと思います。 

 ただ、実際に中も見た上で、おそらくここまで網羅しておけば、現状、出回ってそう

なものは大体抑えられるかなというところです。要するに、悉皆的に全部入れてしまう

と、実際にはそれなりにちゃんとしたＩＤ・パスワードの組も、Ｍｉｒａｉの亜種の中
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に入ってるものもあります。そういったものは外した上で、すなわち、深く考えずに、

簡単な管理をするために入れているのだろうというような組を入れておるという形でご

ざいます。ですので、前回の１００通りのときもそうですけれども、今回の約６００通

りという具体のＩＤ・パスワードの組を公開することは避けたいと考えておる次第でご

ざいます。 

 お答えし切れないところが多くて大変恐縮でございますが、現状そのような状況でご

ざいます。 

○森委員  十分にお答えいただきました。ありがとうございました。 

○川濵部会長  他に御質問等はございませんでしょうか。 

○川濵部会長  御質問、御意見ございませんようですので、以上で本日の審議は終了し

たいと思います。委員の皆様から何かございますでしょうか。 

 それでは、事務局のほうから何かございますでしょうか。 

○福田情報流通行政局総務課課長補佐  それでは、次回の電気通信事業部会は、別途御

連絡を差し上げますので、皆様よろしくお願いいたします。 

○川濵部会長  それでは、以上で本日の会議を終了したいと思います。今回初めてのウ

ェブ会議ということでございましたが、何とかつつがなく終了することができました。

ありがとうございました。 

 

閉  会 
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